










































































































































1955 0.74 0.30 40.5 0.43 58.1
1956 1.12 0.33 29.4 0.78 69.6
1957 1.77 0.36 20.3 1.41 79.6
1958 2.25 0.34 15.1 1.90 84.4
1959 2.08 0.37 17.7 1.70 81.7
1960 2.32 0.40 17.2 1.91 82.3
1961 3.26 0.38 11.6 2.88 88.3
1962 4.03 0.36 8.9 3.67 91.0
1963 4.95 0.49 9.8 4.46 91.1
1964 5.90   0.61 10.3 5.29 89.6
1965 6.74 0.61 9.0 6.13 90.9
1966 7.19 0.78 10.8 6.41 89.1
1967 8.97 0.97 10.8 7.96 88.7
1968 9.18 0.99 10.7 8.15 88.7
1969 10.25 1.21 11.8 9.90 96.5
1970 12.43 1.48 11.9 10.91 87.7
1971 13.60 1.83 13.8 11.71 86.1
1972 19.61 4.12 21.0 15.19 77.4































1957年 1015 100 1.7（0.16）
1960年 1647 162 2.3（0.11）
1965年 4819 474 6.7（0.13）
1970年 11035 1087 12.4（0.11）























































































1955 3088 1012 32.7 2048 66.3 28
1956 3373 1187 35.1 2158 63.9 28
1957 3645 1290 35.2 2326 63.8 28
1958 3485 910 26.1 2548 73.1 26
1959 3794 978 25.7 2791 73.5 25
1960 4093 1005 24.5 3062 74.8 25
1961 3802 1079 28.3 2697 70.9 25
1962 3609 1051 29.1 2532 70.1 24
1963 4920 1463 29.7 3432 69.7 24
1964 6109 1873 30.6 4211 68.9 24
1965 6157 1860 30.2 4272 69.3 24
1966 7817 3179 40.6 4613 59.0 24
1967 9724 2936 30.1 5393 55.4 24
1968 9941 3071 30.8 5463 54.9 22
1969 1億2141 3604 29.6 7159 58.9 22
1970 1億4810 5250 35.4 8052 54.3 22
1971 1億8374 7245 39.4 9468 51.5 22
1972 4億1261 2億4209 58.6 1億0621 25.7 22































































































































































































































1955 4352 4352 3982 370
1956 7870 7870 7450 420
1957 1億4119 9119 5476 3642 5000 5000
1958 1億9019 1億1519 7453 4066 7500 7500
1959 1億7052 9052 7930 1121 8000 7500 500
1960 1億9173 9173 7909 1263 1億0000 9300 700
1961 2億8822 1億1322 9909 1413 1億7500 1億6500 1000
1962 3億6705 1億5105 1億1809 3296 2億1600 2億0400 1200
1963 4億4631 1億8352 1億4581 3771 2億6278 2億5078 1200
1964 5億2986 2億6886 2億2080 4806 2億6100 2億4900 1200
1965 6億1327 3億2727 2億4329 8398 2億8600 2億7400 1200
1966 6億4116 3億1516 2億7480 4036 3億2600 3億1400 1200
1967 7億9687 3億3587 2億9406 4181 4億6100 4億4900 1200
1968 8億1592 3億2992 2億9393 3599 4億8610 4億7400 1200
1969 9億0053 3億5453 3億0448 5005 5億4600 5億3400 1200
1970 10億9147 3億5547 3億0421 5126 7億3600 7億2400 1200
1971 11億7161 3億6661 3億0421 6240 8億0500 7億9300 1200
1972 15億1912 4億7912 3億6105 6511 10億4000 10億2500 1500






















































1957 100.0 64.5 38.7 25.7 35.4 35.4 73.7
1958 〃 57.8 39.1 21.3 39.4 39.4 78.4
1959 〃 53.0 46.5 6.5 46.9 43.9 2.9 90.5
1960 〃 47.8 41.2 6.5 52.1 48.5 3.6 90.0
1961 〃 39.2 34.3 4.9 60.7 57.2 3.4 91.6
1962 〃 41.1 32.1 8.9 58.8 55.5 3.2 87.7
1963 〃 41.1 32.6 8.4 58.8 56.1 2.6 90.5
1964 〃 50.7 60.5 9.0 49.2 46.9 2.2 88.6
1965 〃 53.3 39.6 12.6 46.6 44.6 1.9 84.6
1966 〃 49.1 42.8 6.2 50.8 48.9 1.8 91.9
1967 〃 42.1 36.9 5.2 57.8 56.3 1.5 93.3
1968 〃 40.3 36.0 4.4 59.5 58.0 1.4 94.1
1969 〃 39.3 33.8 5.5 60.6 59.2 1.3 93.1
1970 〃 32.5 27.8 4.6 67.4 66.3 1.0 94.2
1971 〃 31.2 25.9 5.3 68.7 67.6 1.0 91.1
1972 〃 31.5 23.7 4.2 68.4 67.4 0.9 91.5




















































































































　単独施設 2.2 2.2 4.5
　公園道 2.9 2.9 5.9
　自然研究路 0.7 0.7 1.5
　国民宿舎等 14.0 14.0
　小計 18.0 14.0 5.9 38.0
国定公園施設
　集団施設 2.0 2.0 4.0
　国民宿舎等 3.0 3.0
　小計 2.0 3.0 2.0 7.0
その他１
　国立温泉研究所 0.5 0.5
　環境整備 1.0 1.0 2.0
　国民宿舎等 9.0 9.0





























































　1957年 5.53 1.77 32
　1958年 12.24 2.25 20
　1959年 10.37 2.06 20





















所管省 事業名 1957年 1958年
文部省文化財 保存・修理・防災施設 1億8713 2億2141
利用施設 0 1693
　小計 1億8713 2億3834




運輸省 ユースホステル 4000 0
対外宣伝 1億3000 1億4500
　小計 1億4500






















































































交通施設 287.4 41.2 141.2 61.2 85.0
　道路 240.0 34.4 138.7 54.3 47.0
　港湾 7.9 2.4 2.0 3.5
　船舶 9.0 4.9 4.1
宿泊施設 378.6 54.2 10.2 180.0 188.4
　国際観光ホテル・旅館 360.0 51.6 180.0 180.0
　ユースホステル 18.6 2.6 10.2 8.0
公園利用施設 39.2 5.6 21.3 17.9
　都市公園 20.7 10.2 10.5
　自然公園 18.5 2.6 11.0 7.5
文化財利用施設 20.1 2.8 19.1 1.0
案内施設 2.0 2.0 0
総計 697.4 100.0 193.9 241.2 262.3


































所管省別 項目 1968年 1969年
総理府 観光行政連絡調整費 228 249
新生活運動助成金 2億5500 2億9800
近畿圏整備本部 保全区域の保全及び開発に関する調査費等 91 171
経済企画庁 離島関係公園事業費補助 1600 1200
法務省 万国博覧会経費 0 31
外務省 日本紹介事業費 5940 6027
大蔵省 広報活動費 239 346




文化庁 文化財保存事業 19億9419 23億9291
文化施設整備費補助 7500 8500










運輸省 国際観光センター 1000 3000
国際観光振興会補助金 9億0273 9億6981




運輸省（財政等融資） 国際観光ホテル・旅館の整備（地域） － 未定




























































日光 19.2 8.0 3.9 7.3
京浜湘南 203.7 31.4 19.8 93.1 90.8
富士箱根伊豆 104.7 16.1 37.2 41.9 25.6
名古屋岐阜 19.7 9.7 2.4 7.6
伊勢志摩南紀 12.4 5.1 1.8 5.5
京阪神奈良 180.4 27.8 53.1 53.5 73.8
瀬戸内海 30.7 1.4 14.8 14.5
別府阿蘇長崎 62.7 24.0 18.5 20.2
阿寒札幌支笏洞爺 33.5 29.6 1.5 2.4
仙台松島十和田 5.4 0.4 2.2 2.8
上信越高原 8.6 0.7 3.6 4.3
その他 16.2 4.2 3.9 8.1




























































































































































































1958年 11.2億 6.5 2.2億 20.0 27.1 5.7
1959年 10.3億 4.6 2.0億 20.2 －8.1 21.6
1960年 6.4億 2.7 2.3億 36.3 11.5 26.2
1961年 13.2億 5.7 3.2億 24.7 40.5 38.2
1962年 4.0億 23.6 19.6
1963年 12.4億 3.1 4.9億 39.5 22.8 21.7
1964年 14.7億 3.0 5.9億 49.2 19.1 20.4
1965年 14.2億 2.4 6.7億 47.1 14.2 20.8
1966年 13.2億 1.8 7.1億 54.4 6.6 20.4
1967年 21.1億 2.9 8.9億 42.5 25.3 15.7
1968年 16.7億 1.8 9.1億 54.4 2.2 14.5
1969年 14.5億 1.5 10.2億 70.3 12.0 17.6
1970年 19.7億 1.9 12.4億 62.9 21.5 22.1
1971年 22.4億 1.8 13.6億 60.5 9.6 18.0
1972年 33.2億 2.4 19.6億 89.1 44.1 22.7
1973年 30.9億 57.6 37.0
注：国立公園部の要求額は，『国立公園』誌掲載の各年度末の次年度の予算要求である。
　　厚生省予算の伸率は，厚生省『厚生省五十年史』資料編による。
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1971年度まで，２倍を超えることがなかった。
こうした傾向は，政府の国立公園への無理解，政府の厳しい予算抑制圧
力の結果であると同時に，国立公園部が大幅な予算要求を諦め，自己抑制
してきていることを示している。
また国立公園部予算の対前年度伸び率は，景気変動や政府の予算抑制策
の影響で，さまざまであった。
自然公園法が成立してからの国立公園予算は，1957年には，前年の1.1億
円から1.7億円へ，54.5%に急増し，1958年に，2.2億円，27.1%も増え，厚
生省の対前年度伸率よりはるかに高かった。1959年には，国立公園部予算
は，厚生省の対前年度伸率は21.6％だったにもかかわず，対前年度伸率は
マイナス8.1%となった。その後，1966年と1968年，1971年に国立公園部予
算の伸びが，縮小した。
いずれにしろ，ここで強調しておきたいことは，国立公園部の予算要求
が，高度成長期の当初には，当局の大きな予算への心情を反映して，かな
り高いものであったが，次第に予算要求自体が委縮していったということ
である。
注
（１）田村剛「国立公園の予算の問題点」，『国立公園』1955年11月，No.72，１
頁。
（２）田村剛「国立公園と国家予算」，『国立公園』1957年11月，No.96，１頁。
（３）池ノ上容「国立公園の予算の問題点」，『国立公園』1957年11月，No.96，
２－３頁。
（４）岸野駿太「昭和44年度国立公園予算の要求について」，『国立公園』1966
年10月，No.203，２頁。
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３　国立公園財政の充実方策の問題点
（1）貧弱な国立公園財政の補填策としての入園料徴収問題
国立公園の財政難を考えるとき，アメリカの例にならって，国立公園利
用を有料化し，入園料を徴収してはどうかという問題が提起される。
周知のように，日本の国立公園は，イギリスのように入園料をとらず，
無料で公開されてきたが，国立公園制度の元祖であるアメリカでは，設立
時から入園料を徴収してきた。そうした二つの事例には，それぞれ根拠が
あって，その是非を軽々に論じることはできない
しかし日本の貧弱な国立公園を念頭におくと，日本において国立公園の
入園料を徴収することは必要であったのではないかと考えることができる。
日本において国立公園の入園料徴収について初めて公的に提起したの
は，田村剛であった。当時国立公園協会理事長であり，国立公園審議会の
委員であり，何より日本の国立公園制定をリードしてきて，国立公園誕生
の父とも言われた田村剛は，1956年12月の『国立公園』誌に「国立公園の
入園料について」を発表した（1）。
その中で田村剛は，1956年10月の国立公園協会の役員総会で「国立公園
の施設整備のため，入園料のことを検討して見たらという私案を提起した」
ところ，「趣旨には賛成の者が多かったようであるが，その徴集の方法につ
いて幾多の問題があると思われる」と述べている。
この発言から入園料の徴収方法の如何で議論が分かれたことがわかる。
ともあれ田村剛は，アメリカでの入園料の徴収にふれ，アメリカではほと
んどの利用者が自動車で国立公園を利用するため「自動車で入園する者」
に対して入園料を課した。確か１台の自動車に21ドルであった。入園料は，
「道路の修繕費に充当する建前」であった。いずれにしろ入園料が国立公園
財政を補填するというシステムである。
ちなみに，1955年のアメリカ国立公園局の財政の場合，一般収入175.9億
高度成長期における貧弱な国立公園財政
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円，国立公園所管の収入144.8億円であったが，国立公園の入園料は，10.6
億円，国立公園内の施設入場料1.9億円であった。合わせて12.5億円であっ
た。国立公園の入園料等で得る収入は，国立公園所管の収入144.8億円の
8.6%であった。その他，国立公園および国立公園局が所管する収入は，多
いのであるが，ここでは，国立公園の入園料等で得る収入が，国立公園関
係の総収入8.6%にも達していた。
また個別国立公園の財政みても，入園料の大きさが窺える。例えば，1955
年のヨセミテ国立公園の場合，入園料は，2.6億円であった。この入園料
2.6億円は，ヨセミテ国立公園の収入の80.9%であり，ヨセミテ国立公園の
支出9.1億円の28.5%を占めていた（2）。
以上のようにアメリカ国立公園においては，国立公園の入園料が，国立
公園財政の中で大きな比重を占め，国立公園の運営に大きく貢献している
ことが確認できる。
アメリカの国立公園に通じていた田村剛は，わが国の国立公園の貧困な
事情を憂慮して国立公園の入園料問題を提起したのである（3）。
田村剛は，わが国の「動物園，水族館，博物館，美術館」では入場料を
徴集し，収入を「経営管理費の一部にあて」ており，「利用者を制限すると
いう主旨で」，「現に国民公園たる新宿御苑でも実施されているし」，「地方
公園でも文化財に指定されている岡山の後楽園や高松の栗林公園等その例
は少くない」と指摘する。
こうして田村剛は，「国立公園の場合には，利用者を制限するためにとい
う理由は薄弱であるが，道路広場苑池その他公共施設の維持又は改修或い
は一般管理等に充当するための入園料」の妥当性を主張した。
田村は，しかし「やはり徴集の方法」の問題があったと指摘する。
一般に「入園料を徴収するには，公園の入口で行うことにするのがよい」
と指摘するが，国立公園の存在形態を考慮して，柔軟な「徴集の方法」を
提起し，以下の論点を示した。
すなわち，第１に，「瀬戸内海のように，その入口が港湾であるような場
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合には，これを徴収する理由も少いし，又頗る煩わしいので，これをとら
ないこととする。」「鷲羽山とか屋島とかで局地的な陸上の入口」の場合も，
無視する。六甲山のドライブウエーのように有料の場合も，問題は残る。
第２に，「一体日本の国立公園には区域が分かれて入園口が多数にあっ
て，全体を利用することの少いものが沢山ある。」例えば富士箱根伊豆や中
部山岳や日光である。こうした場合，「局地的に徴集するようにする」，「従
って料金は個所により等差をつけるのがよい」と指摘する。
第３に，「公園」内に居住地や産業地があって，観光やレクリエーション
のために利用するのではない者に対して，これを徴収することは「除外し
てもよさそうであるが，しかし林産物や鉱石などを運搬して通路を損傷す
ることの甚だしいものについては，一考を要する」と指摘する。
第４に，「一般に自動車で入園する者と徒歩で入園する者とを区別するか
どうかは」，一概に言えないが「公園内の公共施設の内容と分量」とを考慮
して可否を決める旨を主張した。
第５に，国立公園の「入園料の額」について指摘する。
「入園料の額」は，「公園により地区により，大きく開くのが至当であっ
て，まず10円から50円位の範囲」「平均30円」「学生割引等を考慮して実収
20円」と想定する。ちなみに，1956年頃の賃金の日当・日給は，590円，
コーヒーは50－100円，煙草のピースが40円，銭湯料金16円，理髪料金145
円であった（4）。
田村は，当時の物価水準を考慮すると入園料を相当安めに設定していた
ことがわかる。
そして，当時の国立公園の利用者4000万人の7.5掛けの3000万人から平均
20円を徴集して，６億円の収入を想定した。
田村剛は，６億円の収入は「現在の国並に地方庁の国立公園費に比べて，
頗る大きな数字である」と評し，「この収入を国と地方とで合理的に按分し
て，それを国立公園の施設整備費にあてるとすれば，国立公園の公共施設
は急速に改善されるものと思われる」と指摘した。
高度成長期における貧弱な国立公園財政
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最後に田村は，「とにかく入園料又は使用料の徴集は，大きな問題であ
り，各方面から検討を要する案件ともなるので，国立公園審議会なり，或
いは特別機関でも設けて，審議して見たらどうか。一部に反対の意見もあ
るようだから，ここに私見を述べて，大方の批判を乞いたいと思う」と締
めくくった。
私は，日本の伝統的に貧しい国立公園財政を幾分とも根本的に改善しよ
うとする田村剛の主張を，細かな点についてはなお十分に検討すべき点が
多かったとはいえ，基本的に必要かつ適切で妥当な提案だったと評価した
い。
ところが，「大きな問題」であった「入園料又は使用料の徴集」の問題
は，「各方面から検討を要する案件」であり，「国立公園審議会なり，或い
は特別機関でも設けて，審議して見たらどうか」との田村の呼びかけにも
かかわらず，その後，高度成長期には広く公に論議された気配がない。
1958年11月に元国立公園官僚で，当時自然公園審議会委員であった石神
甲子郎は，国立公園の入園料についてについて言及し，「厚生省の国有地と
する様な法的措置と予算計上を心から希う次第である」といい，「阿蘇山頂
の入場料問題もこの方法で解決するのがよいと思う」と述べた（5）。
国立公園の入園料問題は，田村剛に近い元国立公園官僚ではささやかれ，
一部の国立公園において，国立公園の一部地域の入場料として問題になっ
ていたようであるが，管見する限り，表面化しなかったようである。
私には今，何故そうなったのかを明らかにする能力がないが，恐らく「入
園料又は使用料の徴集」に反対する勢力が，問題を論議することを抑えて
しまったのだと考える。貧弱な国立公園制度を幾分でも克服する糸口を提
起したこの問題提起を無視し抑圧されたことが残念でならない。
ちなみにその後，環境庁に国立公園行政が移管された1970年代に入っ
て，国立公園の入園料が再び問題となった。環境庁長官の諮問機関である
自然環境保全審議会の自然環境部会は，1976年１月「自然保護のための費
用負担問題検討中間報告」を提出して，「公的負担による直接的負担，公的
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規制に伴う反射的（又は間接的）負担及び保護管理等の特別の負担の三つ
に分けて」論じ，国立公園の利用者負担にもふれた（6）。
この中間報告に注目して，1976年５月に，北海道生活環境部自然保護課
に籍をおいていた元レンジャーの俵浩三氏は，北海道自然保護協会『会報』
に「自然公園の入園料問題について」を発表した。俵氏は，中間報告の要
点を紹介し「自然公園の入園料問題には困難な条件が山積している。その
中で，この問題が国民的コンセンサスを得られるかどうかも，一つの大き
な鍵とならう」と指摘した。
しかし1970年代にも公式に国立公園の入園料問題が提起されたが，その
後，この問題が積極的に取り上げられた気配はなかった。
ただし1980年代になって，入園料問題が再びクローズアップされた。
1980年代末に，国立公園の過剰利用に絡んで，おもに国立公園への入園規
制の問題として復活した。
問題を提起したのは1988年５月に国会議員，学者，文化人らの有志でつ
くられた「尾瀬を守る懇話会」（世話人代表，元環境庁長官，大石武一）で
あった（7）。
環境庁も，尾瀬の入山料金問題に注目し，1989年８月には，「日光国立
公園尾瀬地区保全対策推進連絡協議会」を，群馬，福島，新潟３県と群馬
県片品村など３村の代表が出席して，開催した。
この提案に，真っ先に桧枝岐村が反対した。環境庁は動揺した。
1990年４月，『読売新聞』が，「国立公園有料化法案〈国立公園の特定地
域における自然環境の保全及び利用環境の確保に関する特別措置法〉を取
り上げ，〈尾瀬だけの環境保全のために国が徴収するには無理がある〉，〈初
めに有料化ありきの印象は免れない〉と報じたため，この論議も消沈して
しまった」と報じて，尾瀬の入山料金問題に水をさした（8）。その後，この
問題は，残念ながら論議がすすまず，再び消滅した。
国立公園入園料の問題については，その後度々浮上するが，その際に詳
しく検討することにしたい。
高度成長期における貧弱な国立公園財政
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（２）国立公園観光経済からみた国立公園財源の可能性
国立公園の財政を考える場合，国立公園が生み出す経済効果を取り上げ
なければならない。国立公園に行って，国民がそこで消費する金額は，そ
れなりの額に達している。とくに高度成長期に，国立公園の利用者がしだ
いに増加していったから，当然，国立公園での消費額も増加していった。
自然公園審議会の委員であり，元厚生省予防衛生局長であった浜野規矩
雄は，1958年11月に「私は何時も頭の中を去らないものは国立公園で消費
される金は全部国立公園に返してもらいたいことだ」（1）と述べた。
しかしこの問題提起を受けて，誰もこの重要な問題を取り上げなかった
が，私は，この重要な問題についてここで若干論じておきたい。
表３－20は，データは十分ではないが，国民が国立公園を訪れてそこで
消費した総額を示したものである。
1958年の国立公園での消費額は，618.3億円であったが，次第に増加し，
1960年には，1157.1億円，1963年には，1770.1億円，1964年は，1799.7億
注
（１）田村剛「国立公園の入園料について」，『国立公園』1956年12月，No.85，
９頁。
（２）川嶋三郎「アメリカの国立公園の予算」，『国立公園』1957年１・２月，
No.86・７，９頁。
（３）前掲田村剛稿，９頁。
（４）岩崎爾郎『物価の世相100年』，1982年，読売新聞社，287，293，295，297
頁参照。
（５）石神甲子郎「国立公園の予算に対する希望」，『国立公園』1958年11月，
No.108，６頁。
（６）山崎卓「自然保護のための費用負担問題中間報告について」，『国立公園』
1976年５月，No.318.
（７）川俣修寿「レジャー現場の過剰利用問題」，村串・安江編『レジャーと現
代社会』，1999年，法政大学出版局，336頁。
（８）同上，335頁。
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円，1969年には，4624.8億円にまで増加した。
そもそもこうした国立公園が生み出した経済効果は，どの程度の大きさ
なのであろうか。ここで他の産業，業種が生み出す生産額と比較してみた
い。
例えば，1963年の食品工業の出荷額と比べてみよう。食品製造業合計の
出荷額は，３兆0062億円だった。そのうち，飲料業は6975億円，パン・菓
子業は4815億円，水産食料業は3159億円，調味料業は1867億円だった（2）。
国立公園に落ちた消費額は，1964年には約1799億円だったから，国立公
園経済が作り出した価値は，桁外れに大きいとは言えないにしても，食品
工業内の中業種の調味料業（1867億円）程度の規模だったことがわかる。
だからここで確認しておきたいのは，国立公園の国民的な利用は，相当
の金額を稼いでいるのに，国立公園を管理維持する費用は，余りにも少な
いということである。
例えば，1964年の国立公園部の予算は，5.9億円，国立公園維持管理費
は，6100万円にしかすぎなかったが，この安上がりの国立公園の作り出た
価値，1799.7億円は，国立公園部予算の305倍，国立公園維持管理費の2950
倍の価値だったのである。
1969年についてみれば，1969年の国立公園部の予算10.2億円，国立公園
表３−20　国立公園で支出される消費額
消費額　単位億円
1958年 618.3
1959年 743.2
1960年 1157.1
1961年 1247.8
1962年 1546.3
1963年 1770.1
1964年 1799.7＊
1969年 4624.8
注： 『国立公園』1966年，No.198，1971年，No.203，より作成。1964年は，総計で合計が出され
ていないが，欠けている伊勢志摩，吉野熊野の実績を加えれば1949。７億円くらいになる。
高度成長期における貧弱な国立公園財政
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維持管理費3604万円にすぎなかったから，この安上がりの国立公園は，
4624.8億円の価値を作り出し，国立公園部の予算の453倍の価値，国立公園
維持管理費の１万2830倍の価値を稼ぎ出しているのである。
一般論としても，相当の額を稼いでいる国立公園は，国立公園のために
稼いでいる額に見合う費用を充当されてしかるべきである。国立公園を利
用はするが国立公園の維持管理に費用を掛けないというのであれば，国立
公園は，収奪されるだけであり，国民の利用によって荒廃し，国立公園の
貴重な自然，環境，景観は，破壊され，消滅してしまうだけである。
そうした危険性は，戦後末期から高度成長期にかけて，政府の国立公園
軽視の政策と極度に貧弱な国立公園保護維持費による脆弱な国立公園保護
管理機構のもとで，国立公園の利用者が急増してくるなかで，現実化しつ
つあった。
私は，国立公園が，国立公園保護維持費を補填するに十分な価値を作り
出していることを強調し，政府は，国立公園が稼ぎ出した消費額に相応し
い金額を国立公園管理保護維持費に出すべきであったと指摘したい。また
このことは，今日においてもなお強力に主張し続けられなければならない
ことである。
注
（１）浜野規矩雄「私の希望」，『国立公園』1958年11月，No.108，５頁。
（２）名島太郎編『日本産業読本』，東洋経済新報社，1968年，323頁。
